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はじめに

現在,工 業地理学の研究で主流をなすのは,

工業地域構造 と変容お よび工業立地 と変動 の

解明であろう.い ずれにして も,激 しい変革

の時代にあって動態的研究が強 く求められて

お り,単 なる工業地域構造や工業立地の研究

では,歴 史的研究,後 追い研究 として現代社

会のニーズに応えられない.も ちろん,た と

えそうであったとしても,実 証的,科 学的研

究を標榜する地理学研究 として,価 値がない

などとは云えない.し か し,社 会科学の一分

野であり,現 在に生きる学問研究であるなら,

過去に対 してではな く,現 在 ・未来に向かっ

て何 らかの予見な り,指 針 となるような研究

でありたい と願 うのは,筆 者だけではない筈

である.

本研究では,埼 玉県の工業生産活動 をス ト

ックベースの変化 と,フ ローベースの動態 と

いう両面から,分 析 し,実 態を解明しようと

するものである.具 体的には,埼 玉県の工業

基盤の変化,立 地動向,工 業団地の地域的展

開の3者 の間の関連性が注 目される.1981年

以降10年 間の工業団地内立地率 は件数ベース

で,全 国が41.9%,埼 玉県の場合は53.4%に

達す る.す なわち,こ こ10年 聞に埼玉県内に

立地 した企業の過半数は,工 業団地内であっ

た.逆 に云えば,工 業団地造成の動向が,工

業立地動向を,さ らに工業基盤の変化をリー

ドしていると云っても過言ではない.

研究方法 としては,新 しい分析方法の導入 、

という手法によらず,関 係文献 ・資料の収集,

現地踏査を:重点とする伝統的な方法を用いた

が,今 後 も千葉県,茨 城県 というように研究

を重ね,近 い将来,関 東圏というような広域

的見地から,地 域比較 という地理学的方法で

分析 ・総合することを目指 している.

なお,い わゆるミニ工業団地については,

今 回の研究対象か ら除外 した.現 在,22市 町

24団 地(完 成19,整 備中5)あ る.ミ ニ工業

団地 とは,81年 度から住工混在の弊害を解消

し,中 小企業の生産基盤の安定 を図ることを

目的とし,市 町村が中心 となって進めている

工場の域内移転のために造成 される団地であ

って,住 工混在地域内の中小企業が協同組合

等 を組織 し,高 度化資金などを利用 して集団

で移転するものである.
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1 .工業基盤の変化と工業立地の動向

a.地域的基盤

埼玉県は関東平野の中西部に位置する内陸

県で，東西約107km，南北約60km，面積約

3，800凶，東京・千葉・茨城・栃木・群馬・

長野・山梨の 1都6県に固まれている.

地形的には，ほぼ西高東低で，西部の山地，

中央部の洪積台地 東部の沖積低地に大別さ

れる.西部の山地面積は およそ全体の 3分

の1を占める.利根川，元荒川，荒川などの

主要河川が，あたかも葉脈のように県内を西

北から東南に流れる.気候についてみると，

関東平野の大体中央部に位置するため，表日

本の内陸型の特色を示し，四季変化が明瞭で，

夏は高温，冬は晴天が続き乾燥する.台風な

どは少なく，生活には比較的好適な環境をも

っている.

県域の全体が首都圏に含まれ，東京の中心

から 10~100kmの地域帯に入る.県内を鉄道

・道路が縦横に走り，広域的交通網を形成し

て県域内外の産業経済および消費生活の動脈

となっている.大宮駅を分岐点として， JR 

上越新幹線・東北本線が走り， 1985年には，

埼京線が開通して大宮・新宿聞を快速の場合

は30分で結んでいる.そのほか，基幹線的鉄

道網として，南北に JR高崎線，京浜東北線，

東武伊勢崎・日光線・東上線，西武池袋・新

宿線・秩父線および秩父鉄道，東西に JR武

蔵野線・川越線，東武野回線が走っている.

なお，新しい鉄道交通として，大宮から伊奈

まで新都市交通伊奈線が通じている.

一方，高速道路は，東北縦貫自動車道，関

越自動車道，常盤自動車道が走っている.こ

れら高速道路を繋ぐように，南北に一般国道

4号線， 17号線， 122号線， 254号線，東西に

一般国道16号線， 140号線などが通じている.

また， 1987年には，東北縦貫自動車道と高速

6号線とが接続している.

b.工業基盤の変化

本県の工業は， 1960~70年代の重化学工業

化の進展および高度経済成長の過程で大きく

発展した.首都東京の隣接県としての立地的

特性を生かし，首都圏に立地する内陸型の工

業として，食料品や繊維・衣服などの在来工

業・地場産業から，近代的な金属・機械関係

の工業まで，各種工業が県内に分布している.

近年は，エレクトロニクスをはじめとする加

工組立型を中心とした先端技術産業の進出が

みられ，工業構成の質的変化がみられる.

県統計課資料によれば， 1990年現在，県工

業の製造品出荷額等は17兆170億円，対前年

比108.2%，全国第 5位，事業所数 2万5，049

事業所，対前年比105.0%，全国第 4位，従

業者数59万4，313人， 101.2%，全国第 5位と

なっている.

つぎに，本県工業を 4分類別にみると， 84 

年現在で、全国的に比較して，食料品工業や.素

材工業のウェイトは低くなっており，加工工

業や組立工業のウェイトが高く，とくに加工

工業は特化係数(埼玉県構成比÷全国構成比)

も1.43で，対全国構成比で43%も高くなって

いる.県内には多種多様な工業が立地するが，

とりわけ金属・機械を中心とする加工性の高

い業種が多数集積していることを示している.

さらに，規模別・地域別に事業所の分布状

況をみると， 90年現在，従業者 4~199人規

模の事業所の割合は98.6%を占め， 200人以

上規模は，全体の 2万5，049事業所のうちの

1.4%， 344事業所にすぎない. 1，000人以上

規模となると，わずか30事業所にすぎない.

通商産業省の第 7回工業実態基本調査(都道

府県編)によれば， 87年現在，県内の中小企

業全体の64.2%は下請企業で，下請比率の高

い業種は，精密機械100%，輸送機械95.8%，

プラスチック製品86.0% 金属製品77.7%な

どである.加工・組立工業を中心にして，そ

れぞれの下請企業が専門分野別に特化し，親

(元請)企業を頂点にして 1次 2次 3次

。。
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図1工 業 地 域 区 分

(注)地 域別市 町村

東 部 地 域 岩槻市、春 日部市、草加市 、越 谷市、八潮市 、三郷 市、松伏 町、吉川町、庄和町、

中 央 地 域 川 口市、浦和市 、大宮市 、鴻 巣市、・上尾市 、与野市 、蕨市 、戸 田市、鳩 ヶ谷市、

桶川市、北本市 、伊奈町 、吹上町、川里村

西部 第1地 域 川越市、所沢市 、狭 山市 、入間市、朝霞市 、志木市、和 光市、新座市、富士見市 、

上福岡市、大井 町、三芳 町

西部 第2地 域 飯能市、坂戸市 、毛 呂山町、越生町 、鶴 ヶ島町、 日高町、名栗村

比 企 地 域 東松 山市、滑川 町、嵐 山町、小 川町、都幾川村 、玉川村 、川島町、吉見町、鳩 山

町、東秩父村

利 根 地 域 行 田市、加須市、羽生市、 久喜市、蓮 田市 、幸 手市、騎 西町、南河原村、北川辺

町、大利根町 、宮代 町、 白岡町、菖蒲 町、栗橋 町、鷲宮 町、杉戸町

大 里 地 域 熊谷市、深谷市 、大里村 、江南 町、妻沼 町、岡部町、川本町、花園町、寄居 町

児 玉 地 域 本庄市、美里 町、児玉 町、神 川村、神泉村 、上里町

秩 父 地 域 秩父市、横瀬 町、皆野 町、長瀞町、吉 田町、小 鹿野 町、両神村、大滝村、荒川村

下請 とい う ようにきわめてすそ野 の広 い分業

構造 を形成 してい る.

県 内 を9地 域 に区分 した図1の 「県内工 業

地域 区分」 で,地 域別 の構 成比 をみる と,事

業所 数で中央 地域 が33.2%(8,317)を 占 め,

つ いで東部地 域の22.9%(5,473),西 部 第一

地域 の16.8%(4,204)の 順 とな り,こ れ ら

3地 域 の合計 は全 事業所 数の72.9%,全 従 業

者数 の66.6%,全 製 造 品出荷額等 で65.9%を

占 め る.本 県 の工業 は,県 南東都市 部 に集 中

的に立地 してい るこ とがわか る.一 方,県 北

西部 の秩 父地 域 は,全 事業所 数の2.2%(541),

児 玉 地域 は2.8%(698)と,構 成 比 が非常 に

低 く,工 業立地 で県 の南 東部 と北 西部 とで は

対照 がい ち じる しい.中 間部の大里地域5.0%

(1,272),比 企 地域4.0%(1,027),西 部 第

二地域3.8%(959),利 根 地域9.1%(2,288)

で あ る.な お,県 のテ クノグ リー ン構想 の推

進 に よ り,首 都 中心 か ら50㎞ 圏 以遠の秩父 ・

児玉 ・大里 ・利根 地域 など県北 部 に基盤整備

が進 んでお り,工 業団地 の造成 な どによって

先端 技術産業 を中心 とす る工業 立地の増加 が

期待 され ている.

c.工 業立地の動向

通 産省 の工場 立地 動 向調査(敷 地面積
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図2埼 玉県と全国の工場立地件数推移(1967～90年)

1,000m2以 上 の工場 用 地取得 企 業)に よる図

2の 「埼玉 県 と全 国の工 場 立 地件 数 の推 移

(1967～90年)」 お よび表1の 「埼 玉 県 と全

国 の工場立地動 向」か らみ る と,1967年 以 降,

69年 に第1次 の ピー ク(5,853件),73年 に 第

2次 の ピー ク(5,088件)が あ り,65～74年

代 は順 調 な増勢 で推 移 して い る.し か し,75

～85年 代 に入 る と
,第 一次 オイ ルシ ョックの

影響 を受 けて第2次 ピークの翌74年 に は急激

に落 ち込 み,対 前 年比52.5%減 の2,415件 と

なった.さ らに円高危機 などで前 半 は停滞気

味で推 移 し,77年 に は最低 の1,278件 で あった.

後 半 にな る と,80年 の 第3次 の ピー ク(2,097

件)を 迎 え,や や復調 の兆 をみせ た ものの立

地件 数の水準 は,65～75年 代 の2分 の1程 度

にす ぎず,年 間1,000～2,00件 台 の立 地 に と

ど まった.85年 代 に入 って,年 間2,500件 台

に乗 り,景 気 回復 によって89年 に は16年 ぶ り
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表1埼 玉県と全国の工場立地動向 (単位:面 積千㎡)

区 分 年19676869707・72737475767778

埼玉県 件 数3793205203361331612337675816566
面積2,6061,4422,3422,517ユ,2861,4491,787440444513649508

件 数4,4324,3455,8535,1293,3033,7305,0882,4151,4871,5281,2781,353全 国

面 積43,14754,07363,55061,59735,81445,56062,41137,75816,55324,42817,05412,101

全 国 比 件 数8.67.48.96.64.04.34.63.15.05.35.14.9

(%)面 積6.02.73.74.13.63.22.91.22.72.13.84.2

区 分 年798081828384858687888990合 計

埼玉県
件 数801386061689276767883118453,420

面積7248876925978449918455627331,1111,07069525,734

件 数1,9592,0972,0911,8821,8562,3642,5372,5222,5573,5364,1573,78171,280全 国

面 積20,26030,31525,52421,08622,41829,67729,92139,03328,98838,71347,24646,1651857,891

全 国 比 件 数4.16.62.93.23.73.93.03.03.12.32.81.23.6

(%)面 積3.62.92.72.83.83.32.81.42.52.92.11.53.0

資料:通 商産業省 「工場立地動向調査」

に第4次 の ピー ク(4,157件)と な って4,000

件 を超 えた が,翌 年 に は3,781件 と対 前年 比

で約10%近 い 減少 とな った.

本 県 の工場 立地動 向 を全 国 と比較 してみ る

と,80年 ま で は,第1次,第2次,第3次 ピ

ー クをは じめ と して
,全 国 とほぼ同様 め傾 向

をみせ ている.し か し,81年 以 降について は

第3次 ピー ク後の落 ち込 みが激 しく,そ の後

の回復 も全 国 に及 ばない.89年 の 第4次 ピー

ク(118件)を みて も第3次 の ピーク(138件)

を超 え られなか った し,90年 の落 ち込み も45

件 で対 前年 比38%の 減 少で あった.と ころで,

67年 か ら90年 まで の24年 間,本 県 の総立地件

数 は3,420件,総 立 地面 積2,573haで,全 国

の総:立地件 数7万1,280件 の3.6%,総 立 地 面

積8万5,789.1%の3.0%を 占 めてい る.

81年 か ら90年 までの10年 間 の業種 別立地 件

数 をみ る と,総 立地件 数757件 の うち もっ と

も立地件 数 の多 か った業種 は,電 気 機械器 具

製造業 の103件 で,つ いで一般機i械器具80件,

金 属製 品66件,化 学工業65件,出 版 ・印刷 ・

同関連53件 の順 とな っている.立 地面積 で み

てみ る と,総 面積8,140haの う ち電気機 械 器

具147ha,輸 送 用機械 器具97ha,化 学 工業67ha,

窯 業 ・土石63ha,一 般 機械 器 具58haの 順 と

なってい る.さ らに,10年 間 の総 立地件数 を,

基 礎資材 産業(化 学 ・窯業 ・鉄鋼 ・金属製 品

な ど),加 工 組立 産業(一 般 機械 ・輸 送機械

・電気 機械 な ど)お よび生活 関連 産業(食 料 『

品 ・繊維 ・印刷 な ど)の3分 野 に区分 してみ

る と,基 礎資材 産業221件,加 工組 立産業245

件,生 活 関連 産業291件 と なってお り,3分

野 のおのお のが約3分 の1ず つ を占め,バ ラ

ンス良 く景気変 動な どに柔軟 に対 応で きる立

地構 成 となってい る.

県 内 を図1「 県内工業地域 図」 にみ るご と

く9地 域 に区分 して,表2の 「地域別工場 立

地の推 移(埼 玉 県)」 か ら,地 域 別 に10年 間

の工場 立地動 向 をみ ると,全 立 地件 数757件

(100%)の う ち利根 地域 の223件(29.5%)

が も っ と も多 く,つ い で 児 玉 地 域109件

(14.4%)大 里 地域94件(12.4%)中 央 地域

81件(10.7%〉,西 部 第一地域76件(10.0%)

な ど となってい る.そ れ らの動向 は,い ずれ

も工業 団地 の造成,整 備 と深い 関係が あ る と

み られる.す なわち,こ の10年 間 に造 成済 の

工業団地 は全部で20を 数 えるが,そ の うち利

根地域 に久喜 ・菖蒲,大 沼,清 久,鷲 宮 な ど
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表2地 域別工場立地の推移(埼 玉県)

地 域 1981 82 83 84 85 86 87 88 89 90 1計
秩 父 地 域 1 1 1 1 5 3 1 3 5 6 27

児 玉 地 域 2 21 11 32 13 4 3 5 10 8 109

大 里 地 域 2 9 20 12 12 7 10 12 8 5 94

比 企 地 域 4 3 3 5 3 3 7 4 15 4 48

中 央 地 域 0 4 9 2 10 4 6 13 27 6 81

利 根 地 域 48 15 9 30 12 17 20 17 45 10 223

西部 第一 地域 1 5 9 6 7 11 20 10 5 2 76

西部第二地域
馳

1 1 2 1 5 12 4 12 2 4 144
東 部 地 域

㌧

1 2 4 3 9 15 7 7 4 3 55

計 60 61 681 92 76 76 78 83 118 45 757

資料:通 商産業省 「工場立地動向調査」

9団 地,児 玉地域に児玉の1団 地,大 里地域

に熊谷,川 本春 日丘の2団 地,中 央地域 に川

里の1団 地,西 部第一地域に富士見,川 越の

2団 地など計15団 地が造成,整 備 され,工 業

団地に多 くの工場が立地 している.

通産省の 厂工場立地動向調査」から,1975

～84年 の間に,企 業が工業地域を選定 した理

由についてみると,全 国の場合,企 業が もっ

とも重視 した理由 として,厂地元」25%の ほ

かに,厂 市町村等の助成協力」17%,厂 市場」

15%,厂 取引企業への近接性」13%,「 労働力

の確保」12%な どとなっている.そ れに対 し

て,埼 玉県の場合 は,厂市場」43%ど 「取引

企業への近接性」20%を もっとも重要な理由

としてお り,両 者を合わせると過半(63%)

に達する.全 国および首都圏内の他の都県 と

較べて際立 った特色 となっている.つ ぎに,

企業の地点選定の理由をみると,県 内で工場

立地点を求める最大の理由は「工業団地」47%

であ り,全 国の21%と 比較すると格段に高い

比率で,首 都圏内の他の都県 と較べても高率

とな り,県 内立地の大 きな特徴 となっている.

また,県 内の工業団地に対する企業ニーズが

高いことを物語 っている、

2.工 業団地造成の進展 と地域経済への

インパク ト

a.工 業団地造成の進展

本県における工業化の傾 向は,首 都圏の巨

大市場 と密接な関連 を保ちつつ,県 内の鉄道

・道路沿線の立地的優位点を求めて無秩序 に

拡散 し,い わゆるスプロール化現象を呈する
'
に至 っている.と くに,首 都圏の東京の中心

から30㎞ 圏内の既成工業地帯周辺に立地の活

発な展開がみ られたが,そ こでは商 ・工 ・住

などが土地利用の上で整備 されず,混 在 して

いる.す なわち,生 産の場 と生活(消 費)の

場という2つ の機能が混在 し,生 活環境面の

悪化 を増幅 しなが ら工業化が進行 しているわ

けである.こ のような弊害を除去 しつつ.し

か も適正な工業化 を誘導 しようとするのが,

計画的な工業団地の造成である.一 般に,工

業団地の計画的造成の目的は,現 在および将

来における工場用地の需要に対処 し,進 出す

る企業サイ ドにとっては,機 能的な生産活動

が保証 され,地 元住民サイ ドからは,公 害発

生などの恐れのない生活環境が確保 されるよ

うな土地利用を推進す ることにある.

県内で最初に工業団地が造成 されたのは,

自本住宅公団(現 在,住 宅 ・都市整備公団)
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表3 工業団地整備状況(既設・埼玉県) (1992年3月末現在)

工業団地 所在地
工業団地規模(ha)

事業主体 事業期間
立地企業数

団地面積 用地面積 立地率%

草 加 草 加 市 105.7 55.8 埼玉県 日召35F7日-日4召0矛日 29 100.0 

草加・八潮 草加市・八潮市 87.5 40.3 埼玉県 40-44 28 100.0 

武 蔵 入 間 市 48.5 37.0 埼玉県 41-44 67 100.。
加 須 加 須 市 57.8 27.2 埼玉県 41-46 18 100.0 

狭 山 狭 山 市 41.4 31.4 埼玉県 46-47 66 100.0 

久喜・菖蒲 久喜市・菖蒲町 165.5 107.1 埼玉県 43-45 82 100.0 

東 松 山 東す青
キ公 山 市田了 73.6 53.0 埼玉県 44-53 104 100.。JII 

=口/:;:- 野 原 大 宮 市 57.0 41.3 公日本住宅団 35-38 12 100.0 

;菜 谷 Y菜 谷 市 97.7 86.5 公日本住宅団 35-37 18 100.0 

川越・狭山 川越市・狭山市 189.6 158.7 公日本住宅団 37-40 90 100.0 

富 士 見 川・鶴越ケ市島・市坂戸市 96.0 70.0 公日本住宅団 41 :-51 62 100.0 

行 田 行 田 市 75.3 60.5 行田市 38-42 38 100.0 

春日部内牧 春 日 部 市 43.5 36.7 春日部市 37-40 91 100.0 

上 尾 坊 山 上 尾 市 4.5 3.8 上尾市 38-39 10 100.0 

上 尾 領 家 上 尾 市 7.9 7.2 上尾市 43-45 19 100.0 

上 尾 平 塚 上 尾 市 7.3 6.4 上尾市 37-39 9 100.0 

JII 口 来庁 郷 JII 口 市 20.2 13.7 川口市 42-46 89 100.。
JII 口 南 平 JII 口 市 3.1 3.1 川口市 42-44 34 100.0 

JII 越 JII 越 市 71.6 56.8 埼玉県 48-55 127 100.0 

JII 島 JII 島 町 55.2 26.2 埼玉県 49-57 12 100.。
鷲 宮 鷲 宮 町 112.3 14.1 埼玉県 45-57 33 100.。
大 rB 羽 生 市 52.2 34.1 羽生市 47:-54 29 100.0 

j青 久 久 宣 市 68.8 44.1 公日本住宅団 47-56 34 100.0 

豊 野 春 日 部 市 35.5 18.6 春日部市 47-56 82 100.0 

幸 手 幸 手 市 23.8 17.4 埼玉県 54-59 31 100.0 

!A. ヨ 玉 上児墨玉田町I・・ 本神庄JII市町 108.4 87.7 埼玉県 47-59 65 100.0 

耳奇 西 騎 西 町 35.5 21.1 騎西町 52-58 31 100.0 

上野・古ヶ場 石I-U 槻 市 96.7 66.5 岩槻市 52-62 109 100.0 

加須・大利根 加須市・大利根町 97.4 71.0 住整備宅都公市団 52-63 44 100.0 

JII 里 JII 里 キす 24.0 15.3 埼玉県 59-63 21 100.0 

.貝乙叫長会 ノロ弘、ー 熊.J谷11本市町・深谷市 180.4 85.1 民 間 昭5和3一平元成 85 100.。
豊ウ野ン台(大ァ利ク ノ根)タ 大 利 キ艮 町 59.1 35.0 埼玉県 59-元 39 100.。
=口と 見 =口と 見 町 34.8 25.7 

吉見町長画谷整ふ
土理地組区 61-2 10 100.0 

川本春日丘 JII 本 町 49.2 31.7 埼玉県 61-2 24 100.0 

;j~ 生 松 ;:j~ 生 市 36.3 24.7 埼玉県 61-2 33 100.。
，3ノ口ヘ5• 

団
言地十 2，323.3 1，514.8 1，675 

資料:県産業政策課
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■ 巳 1

C.

図3埼 玉県工業団地

0児 玉工業団地

②深谷工業団地

③熊谷工業団地

④大沼工業団地

⑤行田工業団地

⑥川里工業団地

⑦加須工業団地

⑧騎西工業団地

⑨加須 ・大利根工業団地

⑩大利根豊野台テクノタウン

0清 久工業団地

⑫鷲宮産業団地

⑬幸手工業団地

⑭久喜菖蒲工業団地

.⑮東松山工業団地

⑯桶川東部工業団地

⑰川島工業団地1

⑱吉見工業団地

⑲上尾領家工業団地

⑳上尾平塚工業団:地

⑳吉野原工業団地1

⑫上尾坊山工業団地

⑳春日部内牧工業団:地

⑳豊野工業団地

⑳川越工業団地

⑳富士見工業団地

⑳川越狭山工業団地

@狭 山工業団地

⑳武蔵工業団地

⑳草加八潮工業団地

⑳草加工業団地

⑫川口新郷工業団地

⑳川口南平工業団地

⑳上野 ・古ヶ場工業団地

㊥川本春日丘工業団地

⑳羽生小松工業団地

(注)⑯ 桶川東部工業団地は分譲中

によって整備 された深谷,吉 野原,川 越 ・狭

山の3工 業団地であった.深 谷 と吉野原工.業

団地は,と もに1960年 に造成が開始 され,完

成年は前者が62年,後 者が63年 であ った.川

越 ・狭山の場合は,造 成開始 は62年 であった

が,完 成 はやや遅 れて65年 で あ った.団 地 面

積 で 規 模 をみ る と,深 谷 が97.7ha,吉 野 原

57.Oha,川 越 ・狭 山189.6haと な って お り,

と くに川越 ・狭 山 の場合 は,現 時点 で既 設の

み な らず,分 譲中,計 画 ・造成中 を含 めて,
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県内最大規模のもの となっている.立 地企業

数 と主要企業をみると,深 谷が18社 で,東 芝

㈱,サ ンウェーブ工業㈱,サ ンケイ化学㈱,

長谷川香料㈱,吉 野原が12社,大 正製薬㈱,

信越ポリマー㈱,新 潟コンバーター㈱,川 越

・狭山が90社 ともっとも多 く,本 田技研工業

㈱,日 本ヘキス ト㈱,小 松 メック㈱などとな

つている.

本県企業局が最初に手掛 けた工業団地の造

成事業 は,草 加工業団地で造成開始は62年,

完成 は65年 であった.団 地面積 は105.7ha,

立地企業数29社,主 要企業 はダイキン工業㈱,

十条板紙㈱,十 条キンバ リー㈱,太 平化学薬

品㈱などである.65～70年 代 に入ると,県 で

は工業の適正配置を掲げ,工 業団地の先行的

整備 を推進する施策の中心 として工業団地の

造成に積極的に取 り組んでいった.こ うして

82年 までに10工 業団地の造成の完成をみた.

市町村 レベルでも,63年 の行 田市による行

田工業団地の造成 をはじめとして,春 日部市,

上尾市,川 口市など,主 として県南部で都市

開発や土地利用の調整を目的に した造成事業

が盛んになった.ま た,78年 に造成が始 まり,

90年 に完成をみた熊谷工業団地 は,本 県にお

ける最初の民間事業主体によるもので,注 目

されている.現 在のところ1件 にとどまって

いるが,団 地面積180.4ha,立 地企業数85社

で団地面積では川越 ・狭山工業団地につぐ県

内第2位 の規模 をもっている.

近年,県 の施策として,工 業団地造成の目

的が従来の工業の適正配置や産業振興などか

ら,さ らに知識集約型の先端技術産業などの

立地促進,企 業の県外流出防止 などが加わ り,

それ らの受け皿 としての工業団地造成 という

側面を合わせ もつこととなった.1991年9月

末現在で,既 設(分 譲済)の 工業団地は35団

地,団 地面積2,323.3ha,用 地面積1,514ha,

立地企業数1,675社 となっている.な お,分

譲中が2団 地,計 画 ・造成中が9団 地である.

b.工 業団地の地域的展開 とその地域経済へ

の影響

まず,本 県における工業団地の造成開始を,

時期的および9地 域別にみてみると,1960～

70年 間は東部地域の草加,春 日部内牧工業団

地,中 央地域の吉野原,上 尾平塚,上 尾坊山

工業団地および西部第一地域の川越 ・狭山工

業団地など県南部 を中心に造成が行われたが,

71年以降になると,利 根地域の清久,鷲 宮工

業団地など,比 企地域の東松山工業団地など

造成は次第に県北部に移 り,75年 以降になる

と,関 越 自動車道 ∵東北縦貫 自動車道等の高

速道路の整備などにより,比 企地域の川島,

吉野工業団地のみならず,さ らに県北部の大

里地域に熊谷,川 本春 日丘工業団地,児 玉地

域に児玉工業団地などが造成 されるようにな

り,北 進傾向がみられる.さ らに,目 下,県

企業局によって秩父地域 に秩父工業団地,児

玉地域に本庄今井工業団地,比 企地域に嵐山

工業団地がそれぞれ造成中であり,県 のテク

ノグリーン構想推進の一翼を担 うものである.

つ ぎに,工 業団地の造成は,企 業立地によ

る雇用や税収増加など地域経済に直接的効果

をもたらすだけでなく,工 業団地周辺地域に

関連産業 を生み出す間接的効果 もあ り,本 県

工業の持続的発展に不可欠なものとみられて

いる.通 商産業省 「工業立地動向調査」から,

1967～90年 までの24年 間に,県 内に工場が立

地 した件数は3,420件 であ った.一 方,県 産

業政策課資 料(表3)か ら,同 期間内に造成 『

分の30工 業団地について,そ の団地内立地企

業の合計 は1,517件 で,団 地内立地率 は44.3%

となる.

81～90年 間の団地内立地率が53.4%で,全

国平均の41.9%を 大きく上回ることはすでに

述べた通 りである.そ の場合に,県 内立地件

数は757件 であ って,工 業団地内立地件数は

404件 であった.ま た,そ の期 間中に,従 業

者4人 以上規模 の事業所数の増加 は3,502事

業所で,30人 以上規模 の場合の増加 は359事
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業所である.通 商産業省 「工場立地動向調査」

では,調 査対象の立地企業は 「工場を建設す

る目的をもって1,000㎡ 以上の用地 を取得(借

地 を含 む)し たもの」 となっているので,従

業者数規模別には不明であるが,団 地内立地

件数 の404件 は,4人 以上 規模 の増 加分 の

11.5%を 占め,30人 以上規模の場合には,団

地内立地件数がその増加分を上回っている.

つぎに,団 地内立地企業の従業者数 ・製品

出荷額等 ・付加価値額等 については,明 らか

にされていないので,立 地企業の県内工業の

動態に対するインパ クトを数量的に直接検証

することはできない.し か し,60～90年 間を

5年 ごとに区切 り,各 区分ごとに事業所数,

製造出荷額等,そ の全国順位などの変動 と,

整備工業団地数の推移との関連を検討 してみ

ると,そ れらの問には相関が状況的にかな り

はっきりと認め られる.す なわち,県 内の工

業基盤の変動に工業団地造成の推移が強いイ

ンパク トを与えていることが知れる.

さらに,表4の 「市町村別出荷額等 と工業

団地」 をみると,第1位 の狭山市か ら第9位

の熊谷市まで,す べて工業団地の造成が行 わ

れた市であることがわかる.ま た,60～90年

までの出荷額等の伸 び率をみると,県 全体が

48.1倍 であるのに対 して,200倍 を超える伸

び率 を示す市町村が31あ るが,そ のうち玉川

表4市 町村別製造品出荷等と工業国地

(1990年)

順
位 市町村名

製造品出荷額等(
万円)

有する工業団地

1 狭 山市 133,894,122 川越 ・狭山、狭山

2 川 口 市 104,663,878 川口南平、川口新郷

3 川 越市 93,105,155 川越 ・狭山、川越、富士見

4 上 尾市 64,249,706 上尾坊山、上尾領家、上尾平塚

5 草 加市 58,634,633 草加、草加 ・八潮

6 大 宮市 53,458,346 大宮吉野原
7 深 谷市 53,011,980 深谷、熊谷

8 八 潮市 51,307,163 草加 ・八潮

9 熊 谷市 49,495,276 熊谷
10 戸 田市 45,028,945

(注)従 業者4人 以上の事業所を集計 したもの。

資料:県 統計課 「工業統計調査速報(1990年)」

村を除 くすべての市町村またはこれに隣接す

る市町村で工業団地の造成が行われていた.

3、,久喜 ・菖蒲工業団地の造成 とその波

及効果

a .久 喜市の概況

利根地域の久喜市は,1990年 現在で人口6

万7,000人,85年 に対 して14。0%の 人口増 と

なっている.工 業 は事業所数196事 業所,従

業者29人 以下規模142,同30人 以上規模54で

ある.,製造品出荷額等2,756億6,427万 円,付

加価値額33億2,350万 円である.78年 に久喜

・菖蒲工業団地,81年 に清久工業団地が完成

し,本 市の工業生産は飛躍的に増加 した.ち

なみに,工 業団地内立地企業数は,久 喜 ・菖

蒲工業団地が82件,清 久工業団地が34件 で合

計116件 とな り,市 内事業所総数 の59.2%を

占める.工 業団地内に立地 した企業は,市 内

の地元企業との結びつ きを深め,経 営の安定

化や,労 働力の吸収,定 着化など地域経済に

多大の間接的効果 を与 えている.

久喜 ・菖蒲工業団地は,県 企業局によって

68年 に着工,10年 の歳月をかけて造成された

県 内で第6番 目の もの で,工 業 団地面積

165.5ha,工 場用地107.1haは,川 越 ・狭山

工業団地に次 ぐ県内第2位 の規模 をもつ.ま

た,県 企業局が造成したもののうちでは,最

大規模の ものである.予 約分譲方式 と人工池

を中央に配置 した環境の良さでは全国の工業

団地づ くりのモデルとして知られたものであ

る.清 久工業団地の方は,日 本住宅公団が造

成 した県内第5番 目の もので,幽工業団地面積

68.8ha,工 業用地面積44.1haと いう中規模

工業団地で,72年 に着工 してから,9年 間か

かって造成事業の完成をみた.こ こでは,久

喜 ・菖蒲工業団地についてのみ取 り上げるこ

とにする.

b.工 業団地の立地条件

久喜 ・菖蒲工業団地は,首 都圏の近郊整備
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地帯にあって,東 京の中心から40㎞圏内に位

置す る.ま た,JR東 北本線(宇 都宮線),

東武伊勢崎線,東 北新幹線の久喜駅か ら西方

約3㎞ の地点で,庄 兵衛堀川 と備前前堀川に

囲まれた面積約165.5haの 区域である.行 政

区域でいえば,久 喜市河原井町と菖蒲町昭和

沼を含む区域である.本 工業団地のす ぐ東側

をほぼ南北 に自動車専用の東北 自動車道お よ

び主要地方道大宮 ・栗橋が縦貫 し,し か も約

1㎞ の地点 に久喜インタ「チェンジがあって

両者が連結する結節点 となっている.自 動車

交通の面で絶好の位置にあるといえる.

しか し,造 成前は,本 区域は沼および堀割

の多い低湿な農耕地帯で,開 発が遅れてお り,

工業団地 として敷地にするにはかな りの埋立

盛土が必要不可欠の条件 となっていた.ま た,

当時存在 した約31haの 水面 は,洪 水時にお

ける遊水池であって,造 成後 もその機能を維

持 させ る必要があ った.そ こで,団 地面積

165.5haの うちの約31haの 水面は,深 さ9m

ほどサ ンドポンプで掘 り,掘 り取 った土砂で

残 りの湿地 を埋め立てて造成する.土 砂 を掘

り取った跡地 は水上公園として活用 し,環 境

のよい レークサイ ド・インダス トリーとする

計画が立てられた.

c.団 地造成の概要

本工業団地造成の目的は次の通 りであった.

埼玉県総合振興計画 にもとづ き,「首都圏の

近郊整備地帯及び都市開発区域の整備に関す

る法律」の適用を受け,県 東部の開発を計る

とともに,県 南周辺 に無秩序に企業が進出す

ることによって生 じるスプロール化現象を防

止 し,施 設 ・環境の整った工業団地を造成す

ることであった.

本工業団地造成の特色として,(1)自 然の条

件を有効 に活用 したことがまずあげ られる.

すでに述べた通 り,当 該区域は,造 成前には

沼や堀割の多い低湿地で,生 産性の低い農耕

地であったものを,団 地の中央に水面約31ha,

深さ9mの 池を掘 り,従 来の沼や堀割の水を

集約 し,そ の掘 り上げの土砂で周辺の埋め立

て工事を行 った.(2)浚 渫によって生れた巨大

な人工池(昭 和沼)を 工業用水の水源として

利用するほか,県 立の水上公園(久 喜菖蒲公

園)と して活用 し,環 境のよい レークサイ ド

・インダス トリーとした.(3)職 住近接 を図り,

造成された工業団地と住宅(社 宅)団 地を連

結する巾員18m,距 離約1,250mの 道路 を新

設 し,従 業員の通勤の利便 を配慮 した.(4)工

業団地 と社宅団地の効率的な整備運営 を図る

ために,管 理センターを設け,公 共施設,福

祉厚生関係施設の配置を総合的に行 ったこと

などである.

d.団 地内立地企業の構成

現在,団 地内に立地 した企業数は82件 を数

える,主 要立地企業として,日 本鋳鉄管㈱,

東洋製罐㈱,岡 部機i工㈱ ㈱向山工場などが

あげられる.立 地企業の本社所在地 を分類 し

てみると,立 地企業総数82社(100%)の うち,

都 内39社(48%),地 元 を除 く埼 玉県23社

(28%),地 元(久 喜市内)20社(24%)と

なっており,都 内が半数近 くを占めている。

また,業 種 を基礎資材工業,加 工組立工業,

生活関運の3分 野に分けてみると,基 礎資材

40社(48%),加 工組立21社(26%),生 活関

連21社.(26%)と なり,基 礎資材が約半数を

占め,加 工組立と生活関連 はち ょうど同数と

なっている.

e.地 域経済への波及効果

県商工部産業政策課では,工 業団地の造成

が地域経済にどのような波及効果 を与えるか

を知るために,久 喜 ・菖蒲工業団地 と児玉工

業団地 を事例 として,1985年 度に立地企業お

よび関係市町村について実態調査(委 託調査)

を行っている.久 喜 ・菖蒲工業団地の場合に

ついて,そ の結果を以下に引用する.

(1)工業生産額の増大 久喜市および菖蒲町
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の工業生産額は,75年 代の工業団地進出企業

の操業開始の時期に照応 して飛躍的に増大 し

た.久 喜市では77年 から81年 にかけて伸びが

めざま しく,80年 に6930億 円に達 した.ま た,

菖蒲町では79年以降大 きく伸長 し,81年 には

630億 円を超えている.

(2)雇用の創出と拡大 久喜市では74年,菖

蒲町では76年 を境にして工業従業者の伸びが

いちじるしい.久 喜市は近年伸 びがやや停滞

気味であるが,75年 に入ってから工業従業者

の数は3倍 に拡大 している.ま た,菖 蒲町の

場合は,81年 の時点で も増加傾向を示 し,久

喜市以上にその伸び率は顕著である.

(3)税収の変化 企業の進出によって,そ の

地域の自治体は,市 町村民税(法 人),固 定

資産税,電 気ガス税等について,直 接的な税

収効果をあげることがで きる.久 喜市の歳入

決算額 とその構成比の推移 をみると,73～82

年の10年 間に財政規模は約5倍 に膨張 し,な

かでも市税は6倍 近 くも増大 し,自 主財源の

割合を拡大 させ ることができた.久 喜市の工

業団地か らの税収効果を具体的に把握するた

めに,久 喜 ・菖蒲工業団地 と清久工業団地に

進出 した企業の固定資産税,都 市計画税,特

別土地保有税,市 民税(法 人)を 集計 したと

ころ,2工 業団地か らの税収は,10億5,200

万円に達 し,市 税全体の約20%を 占めると推

定される.

まとめに代えて

(1)埼 玉県では,1960年 頃か ら高度経済成

長に伴い,首 都東京に隣接するという立地上

の有利性 によって,急 速な工業化が進展 した.

その結果 としての工業規模の拡大は,県 内の

既存企業の発展 と県内への工業立地の活発化

という2つ が主因であった.こ れを前者はス

トックベースの変動,後 者をフローベースの

動向 として把握することがで きる.す なわち,

工業基盤の変化 と工業立地の動向である.

(2)フ ローベースで,県 内の工業立地の動

向を大 きく主導 してきたものは,工 業団地の

造成であった.81～90年 の10年 間の工業団地

内立地率 は53.4%と,全 国平均の41.9%を 大

きく上回っている.本 県の工業立地は,首 都

東京に近接するというメリットを生か し,県

が計画的な工業団地の整備 と積極的な企業誘

致を行 ってきたことによって,着 実な進展 を

みせている.現 在,既 設35団 地,分 譲中2団

地,計 画 ・造成中9団 地あるが,そ の約半数

は県企業局の整備によるもめである.

(3)フ ローベースでの工業立地の進展が,

ス トックベースでの工業基盤の発展にどのよ

うなインパ ック トを与 え,県 の工業全体の発

展にどう関与するのか,ま た?工 業団地の造

成は地域経済にどのような波及効果をもたら

すのかなどについて,こ の小論 を試みた.し

か し,不 況時 とか,工 業適地が減少 してきて

工業団地の造成が行 き詰まった時に,地 域経

済などに与えるショックを考えて,ど のよう

な打開策があるのかなど,今 後に残された研

究課題 も多いと思われる.
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